
別添３ 

特別の教育課程編成・実施計画記載要領 

 

１ 特別の教育課程を編成・実施する学校の管理機関 

特別の教育課程を編成・実施する学校の管理機関（国立学校にあっては当該学

校を設置する国立大学法人，公立学校にあっては当該学校を所管する教育委員

会，私立学校にあっては当該学校を設置する学校法人等をいう。）を記載するこ

と。 

 

２ 特別の教育課程を編成・実施する学校一覧 

特別の教育課程を編成・実施する学校の名称，設置者の別及び学校の種類を記

載すること。既に教育課程特例校の指定校があり，同内容の取組を他の学校でも

始めるに当たって新規申請を行う場合には，新規指定校のみの一覧ではなく，同

じ取組を行っている全ての学校の一覧としたうえで，新規指定を行う学校につい

ては，その旨が分かるように記載すること。 

  （記載例）  

学校名 設置者の別  学校種  

○○市立■■小学校  公立 小学校  

○○市立▲▲小学校  公立 小学校  

○○市立●●小学校（ H29～新規） 公立 小学校  

 

３ 特別の教育課程の内容 

（１）特別の教育課程の概要 

   特別の教育課程として新たに取り組む内容について記載すること。特に，新

教科等を設置する場合は，新教科等の目標・内容を分かりやすく記載すること。 

  ※単に「～のため、新教科『○○科』を新設する。」とだけ記載するのではな

く，新教科等で実施する教育内容についても分かりやすく記載すること。 

 

（２）必要となる教育課程の基準の特例 

特別の教育課程のうち，教育課程の基準によらない部分を記載する。小学校，

中学校，中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部・中学部について

は，各教科等の授業時数及び総授業時数表が記載された教育課程表（様式２参

照）を添付するものとする。高等学校，中等教育学校後期課程及び特別支援学

校の高等部については，各学年における各教科・科目等の単位数及び合計単位

数が記載された教育課程表（様式自由）を添付するものとする。なお，高等学

校等については，平成２５年度以降学年進行で実施となっている学習指導要領



の内容に十分留意すること。 

（記載例：小学校第３～６学年に新教科「ふるさと科」を新設する場合） 

・小学校第３～６学年において新教科「ふるさと科」を新設する。 

・第３～６学年は総合的な学習の時間を３５時間削減して新教科に充てる。 

・教育課程全体は別添の教育課程表参照。 

 

（３）学校又は地域の特色を生かした特別の教育課程を編成して教育を実施する必

要性 

      学校又は地域の特色を生かした特別の教育課程を編成して，教育を実施する

必要性を記載する。学校又は地域のどのような特色を生かすのか，特別の教育

課程の編成・実施によりどのような効果的な教育が実施できるのか等，特別の

教育課程を編成・実施する必要性を明記すること。その際，３００字程度で簡

潔に記すこと。 

 

（４）法令上の教育の目標等との関係 

ア 教育基本法及び学校教育法における教育の目標に関する規定との関係 

 特別の教育課程が，教育基本法における教育の目標及び学校教育法におけ

る各学校段階の目標に関する規定に照らして適切であることが分かるように

記載すること。 

イ 学習指導要領に定める内容事項が特別の教育課程において適切に取り扱わ

れていること（平成２０年文部科学省告示第３０号第２項に定める基準（以下

「指定の基準」という。）第１号関係） 

   学習指導要領において定められている内容事項が特別の教育課程におい

て適切に取り扱われていることが分かるように記載する。特に，標準授業時

数や指導する内容事項を縮減する教科等については，当該教科等の内容とし

て学習指導要領が定める内容事項のうち，どれが特別の教育課程のどこでど

のように取り扱われているかが明確になるように記載すること。 

   「総合的な学習の時間」の時数を組み替えて新教科等を設置する場合は，

「総合的な学習の時間」の趣旨を踏まえ，探究的な学習等を行うこととし，

その学習内容について記載すること。特に，「英語科」など外国語に関する

新教科等を設置する場合は，単なる知識や技能の習得や、体験的な活動にの

み重点を置く学習とならないよう留意すること。 

※「総合的な学習の時間」の学習指導要領解説を参照。 

また，必要に応じて教科書や教材の扱い及び指導体制についても記載する

こと。 

    



ウ 学習指導要領に定める内容事項を指導するための総授業時数が特別の教育課

程において確保されていること（指定の基準第２号関係） 

   学習指導要領において定められている内容事項を指導するために必要と

なる標準的な総授業時数が，特別の教育課程において確保されていることを

記載する。その際，上記イとの関連で，総授業時数の内訳が分かるように記

載すること。 

 

（５）児童又は生徒の教育上適切な配慮及び保護者への配慮 

ア 児童又は生徒の発達の段階並びに各教科等の内容の系統性及び体系性への

配慮（指定の基準第３号関係） 

  教育課程の基準によらない部分を含め，特別な教育課程において，児童又

は生徒の発達の段階並びに各教科等の特性に応じた内容の系統性及び体系性

に配慮がなされていることを記載する。その際，例えば小学校における特例

に関して，中学校との接続を踏まえて配慮していることを記載するなど，必

要に応じて学校段階を超えた系統性及び体系性についても記載すること。 

イ 保護者の経済的負担への配慮その他の義務教育における機会均等の観点か

らの適切な配慮（小学校，中学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部若しくは中学部において特別の教育課程を編成・実施する場合の

み記載）（指定の基準第４号関係） 

  保護者に経済的に過度の負担を負わせないことなどをはじめ，義務教育にお

ける機会均等の観点からの適切な配慮がなされていることについて記載する

こと。 

ウ 児童又は生徒の教育課程特例校への転出入に対する配慮（指定の基準第５

号関係） 

  児童又は生徒が教育課程特例校から他校へ転出する場合，及び他校から教

育課程特例校に転入する場合における教育課程上の配慮等について記載する

こと。 

エ その他 

  教育課程の特例を活用した新教科等の実施だけでなく、新教科等を含む特

別の教育課程全体のカリキュラムマネジメントの充実など、教育課程の特例

の内容等を踏まえ，その実施に当たって必要と考えられる配慮について記載

すること。 

 

（６）特例の適用開始日 

教育課程の基準の特例の適用を開始する日を記載すること。 

特例ごとに適用開始日が異なる場合には，それぞれの適用開始日を記載す



ること。 

変更申請を行った場合，当初の適用開始日と変更申請を行った特例の適用

開始日を併記すること。 

 

（７）取組の期間 

教育課程の基準の特例を適用し，特別の教育課程を編成・実施する期間を

記載すること。 

 

（８）計画の実施状況の把握・検証及び文部科学省への報告 

特別の教育課程編成・実施計画の実施状況の把握・検証・評価の方法・時

期，保護者及び地域住民への特別の教育課程に基づく教育の状況に関する情報

提供の方法・時期，及び文部科学省への報告の時期（少なくとも３年に１度）

について記載すること。（実施要項５（１）～（４）参照） 

なお，特別の教育課程編成・実施計画の実施状況の把握・検証・評価の方法

については，データ等に基づく客観的かつ具体的な検証・評価となるようにす

ること。 


